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第1章 総則 

(目的) 

第1条 この規程は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成10

年法律第114号)及びその他関係法令等(以下「感染症法等」という。)に基づき，金沢

大学(以下「本学」という。)において取り扱う特定病原体等の安全管理に関し必要な事

項を定め，特定病原体等への曝露及び特定病原体等による事故を未然に防止すること

を目的とする。 

(定義) 

第2条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 「病原体等」とは，細菌，真菌，ウイルス，寄生虫，プリオン及びこれらの微生

物の産生する毒素並びに同様の構造を有する人工物で，人体及び動物に危害を及ぼ

す要因となるものをいう。 

(2) 「特定病原体等」とは，感染症法等で規定する一種病原体等，二種病原体等，三

種病原体等及び四種病原体等をいう。 

(3) 「安全管理」とは，特定病原体等への曝露等を予防すること(バイオセーフティ)

及び特定病原体等の紛失，盗難，濫用・悪用等を防止すること(バイオセキュリテ

ィ)をいう。 

(4) 「特定病原体等安全管理区域(以下「管理区域」という。)」とは，特定病原体等

を取り扱う実験室及びその他特定病原体等の安全管理に必要な区域をいう。この場

合において，管理区域には，特定病原体等を保管又は滅菌する区域及び特定病原体

等の事業所内における運搬経路（運搬時のみの時限的な区域とする。）が含まれ

る。 



(5) 「職員等」とは，本学の教職員，学生及び他機関から受け入れた研究員等であっ

て，本学において特定病原体等を用いた検査，実験等を行い，又は当該病原体等を

管理若しくはそれに付随する業務に従事する者をいう。 

(6) 「特定病原体等取扱者」とは，特定病原体等を研究，教育又は診療の目的で取り

扱う者をいう。 

(7) 「特定病原体等取扱責任者」とは，特定病原体等取扱者のうち，特定病原体等取

扱実験又は特定病原体等取扱検査の実施に関する業務を統括する者をいう。 

(8) 「病原体等取扱主任者」とは，感染症法等が定める本学における特定病原体等の

安全を管理する者をいう。 

(9) 「特定病原体等取扱実験室」とは，別表1に定める特定病原体等を取り扱う実験

室をいう。 

(10) 「特定病原体等取扱検査室」とは，別表1に定める特定病原体等を取り扱う検査

室をいう。 

第2章 安全管理体制 

(学長の責務) 

第3条 学長は，本学における特定病原体等の取扱いに係る安全管理に関する業務を総括

し包括的な責任を負う。 

(委員会の設置) 

第4条 学長は，この規程の適正な実施のために，金沢大学微生物等安全管理委員会(以

下「委員会」という。)を設置する。 

2 委員会の組織，運営等に関し必要な事項は，別に定める。 

(特定病原体等所持者の責務) 

第5条 学長は，感染症法等に基づき，特定病原体等所持者となるとき，次の各号に掲げ

る必要な手続きを行うものとする。 

(1) 特定病原体等の所持に係る許可申請及び届出 

(2) 特定病原体等安全管理規程の見直し及び届出 

(3) 病原体等取扱主任者の選任及び届出 

(4) 特定病原体等の受入れ・払出し及び使用・滅菌等に係る記帳の義務化 

(5) 特定病原体等を取り扱う施設等に関する感染症法等の定める「施設の基準」及び

「保管等の基準」に定める必要な措置 

(6) 事故発生時(盗取，所在不明等)等の届出及び災害時の応急措置 

(実施部局の長の責務) 

第6条 特定病原体等を取り扱う部局等の長(以下「部局長」という。)は，当該部局にお

ける特定病原体等の安全管理及び職員等への教育訓練の実施に関し責任を負う。 

(病原体等取扱主任者の責務) 



第7条 委員会の委員長(以下「委員長」という。)は，病原体等取扱主任者(以下「取扱

主任者」という。)となる。 

2 取扱主任者は，感染症法等に基づき，次に掲げる任務を行う。 

(1) 特定病原体等取扱責任者に対して，実験の安全確保に関し適切な指導及び助言を

行うこと。 

(2) この規程及び別に定める細則等の改廃について策定し，委員会の審議を経て，学

長に提言すること。 

(3) 感染症法等に基づく立入検査等に立ち会うこと。 

(4) 特定病原体等の移動(受入)，分与(譲渡)，使用(払出し)，滅菌(廃棄)，保管(取

扱)，運搬，盗難防止，紛失防止等及び記録簿の記帳等について，感染症法等に基づ

く命令若しくはこの規程の実施を確保するために適正な指示を行うこと。 

(特定病原体等取扱責任者の責務) 

第8条 特定病原体等取扱責任者(以下「取扱責任者」という。)は，感染症法等及びこの

規程を熟知するとともに，金沢大学微生物等安全管理規程(以下「微生物等安全管理規

程」という。)に則り，特定病原体等の安全管理に必要な知識及び技術に習熟した本学

の教員でなければならない。 

2 取扱責任者は，管理区域内で行われる実験及び検査等の業務並びにその統括を行う。 

3 取扱責任者は，特定病原体等の取扱いについて微生物等安全管理規程及びこの規程を

特定病原体等取扱者に遵守させ，特定病原体等取扱者を監督及び指導する。 

(特定病原体等取扱者) 

第9条 特定病原体等取扱者(以下「取扱者」という。)は取り扱う特定病原体等に関し，

その生物学的性質，人体に対する病原性，安全な取扱い方法，起こり得るバイオハザ

ード，取扱施設の構造，事故発生等の緊急時処置等について，十分な知識を有し，か

つ技術的修練を積まなければならない。 

2 取扱者は，第21条に定める教育訓練を受講しなければならない。 

3 取扱者は，第26条に定める定期の健康診断を受診しなければならない。 

第3章 安全管理基準 

(特定病原体等の分類) 

第10条 感染症法等に基づいて，特定病原体等の分類を別表1に定める。 

(実験室等の安全設備及び運営に関する基準等) 

第11条 特定病原体等を所持する実験室及び検査室については，感染症法等で定める施

設等の基準(別表2)を満たし，かつ保管等の基準(別表3)に従って管理運営しなければ

ならない。 

2 取扱責任者は，所轄実験室又は検査室を，特定病原体等取扱実験室又は検査室として

使用する時は，学長に申請し承認を得なければならない。(様式1) 



3 取扱責任者は，前項の申請事項に変更の必要が生じるときは，新たに学長に申請しな

ければならない。 

4 取扱責任者は，第2項の特定病原体等取扱実験室又は検査室として使用を終了する時

は，学長に届け出なければならない。(様式2) 

(特定病原体等の取扱い，分与及び廃棄手続き) 

第12条 本学では，一種病原体等の所持及び取扱いはできないものとする。 

2 取扱責任者は，特定病原体等を新たに保管し，実験を行なおうとする時は，学長に申

請し承認を得なければならない。(様式3) 

3 取扱責任者は，二種病原体等又は三種病原体等の本学以外の機関又は学内他部局等か

らの移動(受入)については，学長に申請し承認を得なければならない。(様式4) 

4 取扱責任者は，二種病原体等又は三種病原体等の本学以外の機関又は学内他部局等へ

の分与(譲渡)については，学長に申請し承認を得なければならない。(様式5) 

5 取扱責任者は，特定病原体等を滅菌・廃棄する時は，予め学長に届け出なければなら

ない。(様式6) 

6 取扱責任者は，第2項の申請事項に変更の必要が生じるときは，新たに申請し承認を

得なければならない。 

7 前各項において，学長への申請(届出)時に，感染症法等に基づく必要書類を添付する

ものとする。 

(検査室等において業務に伴い特定病原体等を検出した場合の取扱い) 

第13条 検査室において業務に伴い所持していない二種病原体等を検出することとなっ

た場合，部局長は速やかに取扱責任者を選定し，1日以内に厚生労働省令で定める「滅

菌譲渡届出書」を学長を通じて厚生労働大臣に届け出なければならない。 

2 前項の二種病原体等については，3日以内に滅菌もしくは無害化(以下「滅菌等」とい

う。)するか，又は遅滞なく譲渡しなければならない。 

3 検査室において業務に伴い所持していない三種病原体等又は四種病原体等を検出する

こととなった場合，10日以内に滅菌等を行うか，又は遅滞なく譲渡しなければならな

い。 

4 第2項に規定する二種病原体等の滅菌等に際しては，前条第5項に規定する届出を併

せて行うこと。ただし，前項に規定する三種病原体等又は四種病原体等の滅菌等に際

しては，これを要しない。 

5 第2項に規定する二種病原体等の譲渡又は第3項に規定する三種病原体等の譲渡に際

しては前条第4項に規定する申請承認を要する。ただし，四種病原体等の譲渡に際し

ては，これを要しない。 

6 第3項に規定する期間を超えて特定病原体等を当該検査室において所持し，保管する

場合には，第11条第2項に規定する申請承認及び前条第2項に規定する申請承認を必

要とする。 



(特定病原体等の輸送・運搬の制限等) 

第14条 特定病原体等の運搬については，感染症法等に基づく運搬の基準，厚生労働省

告示に定める特定病原体等の運搬に係る容器等に関する基準及び厚生労働省が定める

特定病原体等の安全運搬マニュアルの基準に従わなければならない。 

2 取扱責任者は，二種病原体等又は三種病原体等の本学以外の機関への分与(譲渡)につ

いては，学長に申請し承認を得なければならない。(様式5) 

3 学長は，前項の申請を受けたときは，感染症法等及び国家公安委員会規則の定めに基

づき，速やかにその旨を都道府県公安委員会に届け出て，許可を得るものとする。 

4 特定病原体等の事業所内の運搬については，外部の不審者等による特定病原体等の奪

取等を防止するため，運搬者以外の者が同行し複数の者で運搬しなければならない。

また，特定病原体等の漏洩等による汚染及び感染防止のために，二重包装の容器を用

いて運搬しなければならない。 

5 前項の運搬については，別に定める事業所内特定病原体等運搬要領に従わなければな

らない。 

(申請又は届出及び承認等) 

第15条 取扱責任者は，特定病原体等取扱実験室・検査室の使用等又は特定病原体等の

保管取扱い等について申請又は届出をする場合，部局長を経て，学長に提出するもの

とする。 

2 学長は，前項について申請を受けた場合，委員会の審査を経て，必要に応じ，その内

容の一部を変更して承認することができる。 

3 学長は，必要に応じ，届出事項であっても委員会に諮り，その内容の一部を変更して

承認事項とすることができる。 

4 学長は前2項について，必要に応じて感染症法等に基づく事務手続きを遅滞なく行わ

なければならない。 

(管理区域の表示) 

第16条 第11条に規定する特定病原体等を取り扱う特定病原体等取扱実験室，検査室及

び特定病原体等を保管する室の出入口には，感染症法等に基づき厚生労働大臣が指定

する国際バイオハザード標識(様式7)を表示しなければならない。 

(立入制限) 

第17条 部局長は，別に定める特定病原体等取扱者等教育訓練実施報告書に記載の者及

び以下に定める臨時に管理区域への立入りを認められた者以外の管理区域への立入り

を禁止する。 

2 管理区域に立ち入る者は，身分証明書を携帯し表示しなければならない。 

3 管理区域に取扱者等が不在の場合は，出入口を施錠し，入退室の制限をおこなう。 



4 臨時に管理区域へ立入りを要する者にあっては，第21条に規定する教育訓練を行った

上で，立入りに当たっては，取扱主任者又は取扱責任者の了解を得た取扱者等の同行

によって立入りが許可される。 

(特定病原体等取扱施設の立入調査及び点検) 

第18条 取扱主任者は，二種病原体等及び三種病原体等の保管状況並びに二種病原体等

及び三種病原体等の取扱施設設備について，立入調査及び点検を1年に1回以上行うも

のとする。立入調査及び点検内容については，別に定める点検簿によるものとし，こ

れを5年間保管しなければならない。 

2 取扱主任者は，前項の調査点検の結果，二種病原体等及び三種病原体等の保管状況及

び二種病原体等及び三種病原体等の取扱施設設備に関して不備を認めた場合には，部

局長に対して交換や修理等の速やかな改善を求めることができるものとする。その

間，部局長は取扱責任者に当該病原体等の取扱いを中止させ，必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第18条の2 取扱責任者は，取り扱う四種病原体等の保管状況及び四種病原体等取扱施

設設備について点検を1年に1回以上行い，その点検結果を取扱主任者に報告するもの

とする。点検内容については，別に定める点検簿によるものとし，これを5年間保管

しなければならない。 

2 取扱責任者は，前項の点検の結果，異常を認めた時は，その状況及び原因を調査し，

必要な措置を講ずるとともに，取扱主任者に報告しなければならない。 

(記帳) 

第19条 取扱主任者及び取扱責任者は，感染症法等に基づき，特定病原体等について保

管，使用及び滅菌等，実験室の入退室等，施設の点検，教育訓練の実施等に関する帳

簿を整え，該当する事項を記帳し保存しなければならない。 

2 二種病原体等及び三種病原体等では，保管，使用及び滅菌等，実験室の入退室等，施

設の点検，教育訓練の実施等に関する事項の帳簿を整え，該当する事項を記帳しなけ

ればならない。 

3 四種病原体等については，保管，使用及び滅菌等に関する事項の帳簿を整え，該当す

る事項を記帳しなければならない。 

4 帳簿の記入方法については，別に定める。 

5 帳簿は1年毎に閉鎖し，それを5年間保存しなければならない。 

(情報管理) 

第20条 特定病原体等の取扱い及び安全管理に係わる職員等は，特定病原体等の情報に

ついて漏洩がないよう，セキュリティ管理を適切に行わなければならない。 

2 特定病原体等の滅菌，保管等に関する書類及び可搬性電子媒体は，施錠できるキャビ

ネット等で保管し，取扱主任者及び取扱責任者は厳重にこれを管理しなければならな

い。 



3 特定病原体等の滅菌，保管等に関する電子データについては，セキュリティワイヤで

固定された金沢大学学術統合ネットワークシステム(KAINS)に接続のコンピュータで取

り扱うものとし，パスワードの設定により許可された者以外がアクセスできないよう

にする。 

(教育訓練) 

第21条 部局長は，管理区域に立ち入る者及び取扱業務に従事する者を対象として，病

原体等の安全管理に必要な知識及び技術の向上をはかり，さらに安全管理には社会的

責任を伴うことを周知させるために，別表4の基準に従って教育訓練を行う。 

2 部局長は，前項により教育訓練を実施した者について，別に定める「特定病原体等取

扱者等教育訓練実施報告書」にて取扱主任者に届け出るものとする。 

3 部局長は，教育訓練の実施に当たり，委員会に必要な協力を求めることができる。 

(曝露及び曝露時の対応) 

第22条 次に掲げる事態が発生したときは，これを曝露として取り扱うものとする。 

(1) 外傷，吸入，粘膜被曝等により，特定病原体等が取扱従事者の体内に入ったおそ

れがあるとき。 

(2) 管理区域内の安全設備の機能に重大な欠陥が発見されたとき。 

(3) 特定病原体等により，実験室等が広範に汚染された場合 

(4) 第26条及び第27条に規定する健康診断の結果，特定病原体等によると疑われる

健康障害が認められた場合 

(5) 第30条第2項に規定する報告があったとき。 

2 前項第1号から第5号までの曝露を発見した場合は，別に定める「金沢大学病原体等

緊急時対応マニュアル」に基づいて速やかに所要の措置を講じなければならない。 

(事故及び事故時の対応) 

第23条 特定病原体等を使用する職員等は，特定病原体等の保管・管理の実施，特定病

原体等の使用に係る記帳を実施する際に，使用した特定病原体等の保管数等の確認，

保管庫の施錠の確認等を実施し，保管する特定病原体等の異常の有無を確認するこ

と。 

2 特定病原体等の盗取，所在不明等は感染症法で規定する「事故」とし，事故を発見し

た場合は，別に定める「金沢大学病原体等緊急時対応マニュアル」に基づいて速やか

に所要の措置を講じなければならない。 

(災害時の対応) 

第24条 地震，火災その他の災害により，特定病原体等による感染症が発生し，若しく

はまん延した場合又は当該病原体等による感染症が発生し，若しくはまん延するおそ

れがある事態が生じた場合は，別に定める「金沢大学病原体等緊急時対応マニュア

ル」に基づいて速やかに所要の措置を講じなければならない。 



2 学長は，地震又は火災等の災害による重大な被害が発生し，特定病原体等の安全管理

に関しこの規程に定める措置のみでは充分でないと判断したときは，直ちに緊急対策

本部を設置しなければならない。 

3 地震又は火災等の災害による被害の防止対策及び大規模地震対策特別措置法(昭和53

年6月15日法律第73号)第2条第13号に規定する警戒宣言(以下「警戒宣言」とい

う。)が発せられた場合において講じなければならない措置は，「金沢大学病原体等緊

急時対応マニュアル」に定めるもののほか，各部局等の消防計画の定めるところによ

る。 

(緊急対策本部の構成等) 

第25条 前条第2項に規定する緊急対策本部は，学長，委員長，委員会の委員及び学長

が指名する者をもって構成する。 

2 本部長は，学長をもって充てる。 

3 緊急対策本部は，次の事項を指揮し，及び処理する。 

(1) 被汚染者の処置に関すること。 

(2) 病原体等の逸出の防止対策に関すること。 

(3) 汚染防止並びに汚染された場所及び物の処置に関すること。 

(4) 汚染区域の指定に関すること。 

(5) 汚染区域の安全性調査及び汚染区域の解除に関すること。 

(6) 広報活動に関すること。 

(7) その他緊急事態における特定病原体等の安全管理に関し必要なこと。 

4 本部長は，特定病原体等に関する安全性が確認され緊急事態が解消したときに，緊急

対策本部を解散する。 

第4章 健康管理 

(定期の健康診断) 

第26条 学長は，職員等の健康管理について，労働安全衛生規則の定めるところによ

り，少なくとも年1回，定期の健康診断を実施し，職員等は受診しなければならな

い。 

(臨時の健康診断) 

第27条 学長が必要と認める場合には，取扱者及び特定病原体等に感染したおそれのあ

る者に対して臨時の健康診断を受けさせることができる。 

(健康診断後の措置) 

第28条 学長は，健康診断の結果，当該健康診断を受診した者(以下「受診者」とい

う。)に特定病原体等による感染症が疑われるときには，「金沢大学病原体等緊急時対

応マニュアル」に基づいて速やかに所要の措置を講ずるものとする。 

(健康診断の記録) 

第29条 学長は，受診者の健康診断の結果についての記録を作成しなければならない。 



2 前項の記録は，受診後(受診者の異動又は退職(学生にあっては，卒業又は退学)の後も

含む。)原則として5年間，これを保存しなければならない。 

第5章 遵守義務と罰則 

(遵守義務) 

第30条 職員等は，特定病原体等の取扱いについて，安全管理の重要性を十分理解し，

この規程を遵守するとともに，感染症法等，家畜伝染病予防法(昭和26年法律第166

号)，輸出貿易管理令(昭和24年政令第378号)，遺伝子組換え生物等の使用等の規制に

よる生物の多様性の確保に関する法律(平成15年法律第97号)，動物の愛護及び管理に

関する法律(昭和48年法律第105号)等の関連法規に定められた規定を遵守しなければ

ならない。 

2 職員等は，実験・検査に用いた特定病原体等による感染症が疑われる場合は，取扱責

任者を通して関係者に自ら申し出る義務を負う。 

3 職員等は，この規程の定めるところによらなければ特定病原体等を取り扱うことはで

きない。 

4 職員等は，この規程に反する重大な事項に気づいた場合は，委員会に報告しなければ

ならない。 

(罰則) 

第31条 学長は，この規程の各条項に違反した職員等に対し，管理区域への立入及び実

験室の使用等について禁止又は制限等の措置をとることができる。 

第6章 雑則 

(規程の見直し) 

第32条 学長は，委員会を通してこの規程に基づき安全管理が行われていることを点検

し，必要な措置を講じるとともに，必要に応じて，この規程の見直しを行わなければ

ならない。 

(雑則) 

第33条 この規程に定めるもののほか，特定病原体等の取扱いに関し必要な事項は，委

員会の議を経て，学長が別に定める。 

(感染症発生予防規程) 

第34条 この規程は，感染症法等に基づく，感染症発生予防規程を含むものとする。(別

表5) 

附 則 

この規程は，平成20年12月19日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成29年10月13日から施行する。 



附 則 

この規程は，令和7年10月1日から施行する。 

別表1 

   

   

[別紙参照] 

別表2 

金沢大学における施設の位置，構造及び設備の技術上の基準一覧(法第56条の24関係

を含む) 
 1種病原体等 2種病原体等 3種病原体等 4種病原体等 

対象病原

体等BSL 

BSL4 BSL3 BSL2 BSL3 BSL2 BSL3 BSL2 

位置(地崩

れ，浸水) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

耐火構造

又は不燃

材料(建築

基準法) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

耐震構造 ○ ― ― ― ― ― ― 

管理区域

(例) 

実験室・前

室，シャワー

室，給排気・

排水設備，監

視室等 

実験室・

前室，保

管庫，減

菌設備等 

実験室，

保管庫，

減菌設備

等 

実験室・

前室，保

管庫，減

菌設備等 

実験室，

保管庫，

減菌設備

等 

実験室・

前室，保

管庫，減

菌設備等 

実験室，

保管庫，

減菌設備

等 

補助設備 ○(予備電源

等) 

― ― ― ― ― ― 

管理区域

の監視室 

○ ― ― ― ― ― ― 

侵入防止

の施設 

さく等 ― ― ― ― ― ― 

実験室ま

で通行制

限 

○ ○ ― ○ ― ○ 
 

保管施設

(庫) 

実験室内 実験室

内・管理

区域内 

実験室

内・管理

区域内 

実験室

内・管理

区域内 

実験室

内・管理

区域内 

管理区域

内 

管理区域

内 



 
施錠等の

設備・器

具 

○＊1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

通行制限

等措置 

― ○ ○ ○ ○ ― ― 

実験室 実験室 実験室 
 
鍵 ○(3重以上) ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

専用の前

室 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

シャワー

室 

○ ― ― ― ― ― ― 

インター

ロック 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

インター

ロック又

は準ずる

二重扉 

― ○ ― ○ ― ○ ― 

実験室内 実験室 実験室 
 
壁・床・

天井等の

耐水・気

密，消毒 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

壁・床等

の消毒 

― ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

通話又は

警報装置 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

窓等措置 ○ ○ ― ○ ― ○ ― 

監視カメ

ラ等 

○ ― ― ― ― ― ― 

安全キャ

ビネット 

○(高度：クラ

スIII) 

○(クラス

II以上) 

○(クラ

スII以

上) 

○(クラス

II以上) 

○(クラ

スII以

上) 

○(クラス

II以上) 

○(クラ

スII以

上) 

給気設備 専用(鍵) ○ ― ○ ― ○ ― 
 
HEPA ○ ○ ― ○ ― ○ ― 

稼動状況

確認の装

置 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

排気設備 専用(鍵) ○ ― ○ ― ○ ― 
 
HEPA ○(2重以上) ○(1以上) ― ○(1以上) ― ○(1以上) ― 



再循環防

止の措置 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

差圧管理

できる構

造 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

稼動状況

確認の装

置 

○ ○ ― ○ ― ○ ― 

排水設備

＊3 

専用(鍵) ○ ― ○ ― ○ ― 

  
高圧蒸気滅菌

装置及び薬液

装置 

      

 
稼動状況

確認の装

置 

○ ― ― ― ― ― ― 

感染動物

の飼育設

備 

実験室内 実験室内 実験室内

＊2 

実験室内 実験室内 実験室内 実験室内

＊2 

減菌設備 実験室内外に

扉のある高圧

蒸気滅菌装置 

実験室内 実験室内

又は取扱

施設内 

実験室内 実験室内

又は取扱

施設内 

実験室内 実験室内

又は取扱

施設内 

維持管理 
       

 
点検・基

準維持 

年1回以上 年1回以

上 

年1回以

上 

年1回以

上 

年1回以

上 

定期的 定期的 

HEPA交換

時減菌 

○ ○ ○(安全

キャビネ

ット) 

○ ○(安全

キャビネ

ット) 

○ ○(安全

キャビネ

ット) 

注釈) ＊1：すでに実験室内に入室するのに3重の鍵あり。 

  ＊2：毒素の使用をした動物は適用外。 

  ＊3：高度安全キャビネットの場合は適用外。 

別表3 

金沢大学における特定病原体等の保管等の技術上の基準一覧(法第56条の25関係を含

む) 

 1種病原体

等 
2種病原体等 3種病原体等 4種病原体等 



対象病原

体等BSL 
BSL4 BSL3 BSL2 BSL3 BSL2 BSL3 BSL2 

保

管

の

基

準 

密封

容器

に入

れ保

管庫

で保

管 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

保管

庫等

の施

錠 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

複数

名で

の出

し入

れ 

○ ― ― ― ― ― ― 

保管

施錠

のバ

イオ

ハザ

ード

表示 

― ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

使

用

の

基

準 

複数

名で

の作

業 

○ ― ― ― ― ― ― 

安全

キャ

ビネ

ット

内で

の適

切な

使用 

○(高度：

クラスIII)

 ※クラスI

IB以上 

○(クラ

ス：II以

上) 

○(クラ

ス：II以

上) 

○(クラ

ス：II以

上) 

○(ク

ラ

ス：I

I以

上) 

○(クラ

ス：II以

上) 

○(クラ

ス：II以

上) 

飲

酒，

喫

煙，

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 



化粧

の禁

止 

防御

具の

着用 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

退出

時の

汚染

除去

等 

○ ※消毒

剤の使用 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

排

気，

汚染

排

水・

汚染

物品

の減

菌等 

○(排気，

汚染排水・

汚染物品) 

○(排気，

汚染排水・

汚染物品) 

○(汚染排

水・汚染物

品) 

○(排気，

汚染排水・

汚染物品) 

○(汚

染排

水・

汚染

物品) 

○(排気，

汚染排水・

汚染物品) 

○(汚染排

水・汚染物

品) 

管理

区域

に人

がみ

だり

に立

ち入

らな

い措

置 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

感染

させ

た動

物の

持ち

出し

制限 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○＊1 

感染

動物

の逸

走防

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 



止の

措置 

実験

室出

入口

への

バイ

オハ

ザー

ド表

示 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

減

菌

等

の

基

準 

汚染

物品

等の

減菌

等 

121℃，15

分以上の高

圧蒸気減菌

又は同等以

上の効果を

有する方法 

121℃，15

分以上の高

圧蒸気減菌

又は0.01％

等以上の次

亜塩素酸Na

浸漬1時間

以上又は同

等以上の効

果を有する

方法 

【毒素】 1

分以上の煮

沸又は2.

5％以上の

水酸化Na

浸漬1時間

以上又は同

等以上の効

果を有する

方法 【毒

素以外】 

左記の方法 

  

121℃，15

分以上の高

圧蒸気減菌

又は0.01％

等以上の次

亜塩素酸Na

浸漬1時間

以上又は同

等以上の効

果を有する

方法 

左記

の方

法 

121℃，15

分以上の高

圧蒸気減菌

又は0.01％

等以上の次

亜塩素酸Na

浸漬1時間

以上又は同

等以上の効

果を有する

方法 

【毒素】 1

分以上の煮

沸又は2.

5％以上の

水酸化Na

浸漬1時間

以上又は同

等以上の効

果を有する

方法 【毒

素以外】 

左記の方法 

  
排水

の減

菌等 

○ ○ 左記の方法 左記の方法 左記

の方

法 

左記の方法 左記の方法 

(121℃，15

分以上の高

圧蒸気減

菌，かつ0.

01％等以上

の次亜塩素

酸Na浸漬1

時間以上又

は同等以上

の効果を有

する方法) 

(121℃，15

分以上の高

圧蒸気減菌

又は0.01％

等以上の次

亜塩素酸Na

浸漬1時間

以上又は同

等以上の効

果を有する

方法) 

※ 陽圧気密防護服着用の場合(着用前に異常の有無を確認) 

注釈) ＊1：毒素を使用した動物は除く。 

別表4 



特定病原体等を取扱いに必要な教育訓練※1実施基準 

対象者 
教育及び訓練の項目及び事

項 
回数等 備考 

特定病原体等の

取扱い，管理又

はこれに付随す

る業務に従事す

る者 

管理区

域に立

ち入る

者 

1 病原体等の性質 2 病原

体等の管理 3 病原体等に

よる感染症の発生の予防及

びまん延の防止に関する法

令 4 本学特定病原体等安

全管理規程 

  

初めて管

理区域に

立ち入る

前 年1

回以上 

・病原体等のセキュリテ

ィ及びセーフティについ

て，項目ごとに，その詳

細な内容の教育等を行

う。 

管理区

域に立

ち入ら

ない者 

1 病原体等の管理 2 病原

体等による感染症の発生の

予防及びまん延の防止に関

する法令 3 本学特定病原

体等安全管理規程  

取扱等業

務を開始

する前 

年1回以

上 

・主に病原体等のセキュ

リティについて，項目ご

とに，一般的事項を中心

に教育を行う。 

その他の者 病原体等による感染症の発

生の予防及びまん延に関し

て必要な事項※2 

必要に応

じて適宜 

・設備メンテナンス者，

施設の見学者及び共同研

究者が対象となる。 ・

対象者に応じた必要最小

限の教育等を行う。 

※1 教育訓練については，各部局で行う講習会，講義，セミナーをもって代えること

ができる。 

※2 特定病原体等管理区域における臨時立入者遵守事項 

1  管理区域への立入りは，事前に取扱主任者又は取扱責任者の許可を得た上で取扱者

等の立ち会いのもとに実施すること。 

2  管理区域に立ち入る際，専用の防御具及び身分証明書を着用すること。 

3  管理区域内で飲食・喫煙・化粧を行わないこと。 

4  取扱主任者等の許可なく物品の持込み及び持ち出しを行わないこと。 

5  関連機器の保守管理の目的以外に実験器具等に触らないこと。 

6  管理区域から退出する時は，手指の消毒を行うこと。 

7  その他，取扱主任者等の指示に従うこと。 

8  管理区域内への入退室時に，管理区域内に備えつけてある「特定病原体等取扱施設

入退室者名簿」に，入退室月日・時間，職・氏名，用務内容及び立ち会いの取扱者名

を記載すること。 

別表5(法第56条の18関係) 

感染症発生予防規程対照表 

 省令での記載項目 具体的内容 
金沢大学特

定病原体等



安全管理規

程における

該当部分 

組織

及び

職務 

病原体等取扱主任者そ

の他の病原体等の取扱

い及び管理に従事する

者に関する職務及び組

織に関すること。 

病原体等安全管理委員会(仮称)の設置を含む

事業全体の組織体制，委員会の運営等。(委員

会の構成・運営は別途事業所ごとに規定。)予

防規程の制定・改廃等，立入り検査等への立

ち会い，従事者等への教育訓練，所持者に対

する意見具申など，病原体等取扱主任者の職

務の規定。 

特定病原体

等保持者：

第5条 

病原体等取

扱主任者：

第7条 

組織体制と

運営等：第

3条から第

9条 

予防規程の

制定・改廃

等：第7

条，第32

条 

管理

区域 

病原体等の取扱いに従

事する者であって，管

理区域に立ち入るもの

の制限に関すること。 

管理区域，実験室等へのヒトの立入り制限。 第17条 

管理区域の設定並びに

管理区域の内部におい

て感染症の発生を予防

し，及びそのまん延を

防止するために講ずる

措置に関すること。 

管理区域の設定，管理区域内の遵守事項等。 第2条，第

8条，第11

条，第16

条 

施設

の維

持管

理 

一種病原体等取扱施設

又は二種病原体等取扱

施設の維持及び管理に

関すること。 

定期的な点検，必要な措置等。点検結果の記

録(→記帳)。 

第18条 

病原

体等

の取

扱い

等 

病原体等の使用，保

管，運搬及び滅菌譲渡

に関すること。 

病原体等の使用，保管，滅菌等の基準の遵守

事項・手続等。保管状況(施錠，鍵の管理等を

含む)の確認等。 

第11条，

第12条，

第13条 

病原体等の受入れ，払

出し及び移動の制限に

関すること。 

病原体等のみだりな移動の制限，受入れ・払

出しの手続等。 

第12条，

第14条 

教育

訓練 

病原体等による感染症

の発生を予防し，並び

にそのまん延を防止す

教育訓練の対象者及びその内容等。(実施要項

は別途事業所ごとに規定。) 

第21条 



るために必要な教育及

び訓練に関すること。 

健康

管理

等 

病原体等に曝露した者

又は曝露したおそれの

ある者に対する保健上

の必要な措置に関する

こと。 

病原体等取扱者の定期的な健康診断。病原体

等に曝露した場合の必要な措置等。 

第22条，

第26条，

第27条，

第28条 

記帳

等 

法第56条の23の規定

による記帳及び保存に

関すること。 

病原体等の管理，ヒトの立入り等に係る記

帳。保存方法。 

第19条 

情報

管理 

病原体等の取扱いに係

る情報の管理に関する

こと。 

病原体等の取扱いに係る情報へのアクセス制

限等。 

第20条 

事故

等対

応 

病原体等の盗取，所在

地不明その他の事故が

生じたときの措置に関

すること。 

連絡体制，警察署への届け出の手続等。 第23条 

応急

措置 

災害時の応急措置に関

すること。 

災害発生時の連絡・通報体制，汚染拡大の防

止，関係者以外の立入り禁止等の応急措置

等。届出の手続等。 

第24条 

その

他 

その他病原体等による

感染症の発生の予防及

びまん延の防止に関し

必要な事項。 

その他必要な事項。 その他 

様式1 

特定病原体等取扱実験室・検査室使用設置申請書(新規・変更) 

[別紙参照] 

様式2 

特定病原体等取扱実験室・検査室使用終了届出書 

[別紙参照] 

様式3 

特定病原体等保管・取扱申請書(新規・変更) 

[別紙参照] 

様式4 



二種病原体等又は三種病原体等 移動(受入)申請書 

[別紙参照] 

様式5 

二種病原体等又は三種病原体等 分与(譲渡)申請書 

[別紙参照] 

様式6 

特定病原体等廃棄届出書 

[別紙参照] 

様式7 

国際バイオハザード標識 

[別紙参照] 


